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概　要

　本稿では、学校評価の制度化過程を検討する
ことにより、学校評価が制度化された背景と、
学校評価の制度的意図を明らかにすることに目
的がある。学校評価の制度化には、中教審答申
などが大きく影響している。そこで、学校評価
の制度化に大きな契機となった中央教育審議会
答申「今後の地方教育行政のあり方について」、
教育改革国民会議「教育を変える 17の提案」、
中央教育審議会答申「新しい時代の義務教育を
創造する」の 3点について諮問理由、内容、審
議の経過をレビューした。
　レビューの結果、3点に一貫していたことは、
戦後に構築され今日まで続いてきた教育行政や
教育（特に、義務教育や学校教育）の在り方を、
今日的に改善や改革していくことであった。ま
た、共通する論点として、（1）教育の質保証、（2）
教育に対する民主的コントロール、（3）アカウン
タビリティの確保、（4）社会の変化への対応、（5）
市場原理の導入、（6）学校の自己改善、以上の
6点が挙げられる。しかし、教育行政や教育の

在り方、制度に変更をもたらすものであるにも関
わらず、学校評価そのものがテーマとなることは
なく、さらに、議論が深まることもなく学校評価
は制度化された。学校評価のねらいが曖昧なま
ま制度化されてしまったことが明らかになった。

1．はじめに

　本稿では、学校評価の制度化過程を検討する
ことにより、学校評価が制度化された背景と、学
校評価の制度的意図を明らかにすることに目的
がある。アメリカで発達した学校評価がもととな
り、戦後改革期の日本で学校評価は導入された
（木岡 2000：189）。しかし、日本では繰り返し「学
校評価」の必要性が示され、奨励され、実践的
な試みがなされてきたが、学校評価は多様に理
解され、定着してこなかった（木岡 2001：135）。
今日行われている学校評価は直接的な検討の始
まりは、1998年 9月の中央教育審議会（以下、
中教審）答申「今後の地方教育行政の在り方に
ついて」である。学校評価が制度化される経緯
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中央教育審議会　答申「今後の地方教育行政の在り方について」
教育改革国民会議「教育を変える 17の提案」
小学校設置基準（文部科学省令）の制定
中央教育審議会　答申「新しい時代の義務教育を創造する」
文部科学省「義務教育諸学校における学校評価ガイドライン」
教育基本法　改正
学校教育法　改正
学校教育法施行規則　改正
閣議決定「第 1期　教育振興基本計画」
文部科学省「学校評価ガイドライン」（高等学校に関する記述追加）
文部科学省「学校評価ガイドライン」（第三者評価に関する記述追加）
閣議決定「第 2期　教育振興基本計画」

表 1　学校評価の導入経緯

（出典：筆者作成）
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育活動やその他の学校経営について評価をする
ことと示されているが、そもそも評価とは何で
あろうか。まず、評価の目的を確認していく。
三好によると、改善（または、学習）とアカウ
ンタビリティの 2つの目的があるという（三好
2008：6）。山谷によると評価の目的は 3つある
という（山谷 2012：21-22、2013：44-59）。第
1に、政府のアカウンタビリティを追求するこ
とである。政府とは広い範囲での政府を指して
おり、行政機関や立法機関、中央政府や地方政
府（都道府県や市町村）を対象としている。政
府活動の結果の有効性や、目的の達成度を知る
ために評価される。第 2に、専門分野への知的
貢献である。各専門分野で課題等を検討するた
めに行われる、データ収集・データ分析の作業
を評価と呼んでいる。第 3に、マネジメントへ
の貢献である。政策や事業を実施している組織
（行政・NGO・NPO・民間企業・国際機関・独
立行政法人など）の活動の効率性や生産性の改
善を目指している。Rossiも評価の目的として、
プログラムの改良、アカウンタビリティ、知識
生成の 3つを挙げている（Rossi2003＝ 2005：
35-36）。他方で、正当性を欠く理由によって評
価が開始される可能性を考えておくことは、現
実社会における評価の実態をとらえる上では重
要である（Weiss1997＝ 2014：25-58）。
　アカウンタビリティについては 7つのタイプ
があり（山谷 2006）1、タイプに応じて、アカ
ウンタビリティを確保する方法は色々ある。そ
のため、まず、アカウンタビリティの種類を特
定する必要がある。そして、①誰が、②何につ
いて、③どのような基準で、④どのような方法
を使ってアカウンタビリティを実現するのか、
について確定させる必要がある。
　専門分野への知的貢献については、主な関心
は政策やプログラムを実施した結果発生する効
果に向いている。そのため、政策やプログラム
の実施主体になっている行政組織の活動方法
や、行政制度の見直し、行政改革に直接関心は
なく、さまざまな政策分野を横断して研究を行
う「政策研究」に役立てるという目的もない。
さらに、実施体制やマネジメントに関心もない。
　これらの 3つの評価の目的のどれを選択する

については、表 1の通りにまとめることができる。
　この点、日本の教育政策は文部科学省が主と
して担っているが、中教審は重要な役割を担っ
ている（城山 2002）。2000年以降では、官邸主
導型政治の展開や、それと連動した首相官邸と
直結した会議体からの影響力が大きくなってい
る。そのような傾向があるものの、政策や施策
を具体化する上では、文部科学省や中教審の存
在は無視することはできず、むしろ各種の具体
化の段階でこそ文部科学省や中教審は影響力を
持っていると言えよう（猪口 1987、川北 2011）。
　学校評価は、子どもたちがより良い教育を享
受できるよう、その教育活動等の成果を検証し、
学校運営の改善と発展を目指すための取組だと
文部科学省は示している。具体的な目的は次の
3点である（URL1）。

（1）各学校が、自らの教育活動その他の学校運
営について、目指すべき目標を設定し、その達
成状況や達成に向けた取り組みの適切さ等につ
いて評価することにより、学校として組織的・
継続的な改善を図ること。
（2）各学校が、自己評価及び保護者など学校関
係者等による評価の実施とその結果の公表・説
明により、適切に説明責任を果たすとともに、
保護者、地域住民等から理解と参画を得て、学
校・家庭・地域の連携協力による学校づくりを
進めること。
（3）各学校の設置者等が、学校評価の結果に応
じて、学校に対する支援や条件整備等の改善措
置を講じることにより、一定水準の教育の質を
保証し、その向上を図ること。
　学校評価の実施に関する現在の課題は、学校
評価の実効性を高めることにあり、学校評価
を実施することが目的化している状況にある
（URL1、URL2、URL3、URL4）。

2．評価と管理

2. 1　「評価」の検討

　学校評価とは、上述の通り、各学校自らの教

1 山谷は、Behn（2001：40-61）を参照している。
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がって、組織を管理する活動と言える。この任
務に対して行われる評価は、管理評価という。

2. 3　管理とは何か

　学校評価は、学校という組織の活動を評価す
ることとなるが、組織の存在が前提となれば、
組織の在り方が組織の成果に大きな影響力をも
つため、組織の管理が問題となる。そこで、管
理とは何かについて検討したい。岡部によると
（岡部 1967：2-3）、管理という言葉の多義性に
より定義することは困難な作業である一方で、
社会生活の様々な分野で普遍的に存在し、具体
的化されていることから意味はとらえやすいと
いう。そして、管理とは、組織および分業と同
時に発生し、これを発展させる力である、と捉
えられた。組織と分業は、人間社会に関する限
り、自然に発生するものではない。一定の目的
を定め、この目的を実現するために、人と人と
の協力・分担の関係を作り出すところに、この
分業と組織を生み出し、これを維持、発展させ
る意識的なはたらきが管理である。ゆえに、組
織と分業と管理は、三位一体の関係にあり、今
日のような大組織と精緻な分業の時代では、管
理の重要性は増している。また、田中は（田中
1976：221）、管理とは「多数人の組織的集団に
あって人びととの結合と協働により所定の業務
を効果的に遂行する機能」であり、管理の真義
は現状の改善と向上を図ることだという。
　西尾も管理の概念規定を行う重要性を説き、
基幹的管理制度の下における狭義の管理と、広
義の管理の 2つに整理している（西尾 a1976：
1-2）。まず、管理とは協働体系としての「『組織』
が、その第 1次的業務というべき目的活動を効
率的能率的に達成できるようにするために、組
織態勢そのものの維持発展をはかる組織の第 2
次的業務」であるといい、「基幹的な管理制度
の確立と運用」だという。基幹的な管理制度と
は、この第 1次的業務と第 2次的業務を前提に、
組織態勢の維持発展を図るための組織における
諸資源の調達・配分・活用方法等に関する制度
である。この時、基幹的な管理制度の運用を専
門的に担当する中央管理機関が組織上分化し、

のかによって、評価活動の進め方に大きな影響
を与える。アカウンタビリティを追求する場合、
その関心は有効性にあり、評価の視点は外部の
第三者的で、評価手法の客観性が重要になる。
専門分野への知的貢献では、評価の視点や評価
手法の専門性になる。マネジメントへの貢献で
は、現場の管理者が政策の進捗状況や政策効果
の発現状況、または政策効果の発現を邪魔する
外部要因を知ることが主たる目的であるため、
評価の視点の第三者性や評価手法の客観性は求
めない。そして、これらは制度設計上、3つの
評価目的にしたがってそれぞれ評価組織を別に
立ち上げることが望ましいとされている。

2. 2　組織の任務と評価の関係

　学校評価は学校における各種取組を評価す
る活動であり、学校は教育を目的とした組織
である（河野 2000：171）。ゆえに、学校評価
は、組織の活動を評価することとなる。そこ
で、評価と組織の関係について検討したい。組
織活動とは、「組織の目的と目的実施のための
行為が外部者によって受け入れられることを
目指す活動」であり、「環境変化に適応するた
めの革新活動」と「ルーティンの活動」があ
る（村松 2001：197）。他方で組織の任務に着
目すると、評価との関係について次のとおり整
理することができる（山谷 1997：28-30）。組
織の第 1の任務は、組織目標の達成であり、責
務（=responsibility）がある。公共部門の組織で
は、組織目標が政策目標や施策目標であること
が多いのであるが、目標達成度を明らかにし任
務を果たしていることを証明、説明する責任（＝
accountability）を組織は負うこととなる。この
場合、各状況を説明するというよりもむしろ、
目標達成度を評価した資料によって説明しなけ
ればならない。この任務に対して行われる評価
は、政策評価となる 2。
　組織の第 2の任務は、目標達成を支援するこ
とである。この任務は、組織目標を達成するた
めの直接的活動ではなく、その直接的活動を効
果的に行うための二次的業務であり、目標達成
を側面から支援する間接的活動である。した

2  政策評価については山谷の研究以外に、宇野（2007）、佐藤（1991）、真山（1992、1998）を参考にしている。
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もに、管理の概念が拡張していることを受け、
管理の新しい任務として位置付けられている 4。
　以上のことから、学校評価を制度設計する
際には、評価の目的を明確にすることから始
め、目的と手段を慎重に検討しなければ、評価
は多くの混乱と誤解を生みだしてしまう。現状
の学校評価は、次元の異なる 3つの目的が設定
されていることもあり、学校評価の根本的な狙
いははっきりしない。この原因として、設計さ
れた制度自体に課題があるというよりも、むし
ろ制度化の過程において、明確な意図やねらい
をもって制度設計がなされていない可能性があ
る。そこで、以下では、学校評価の制度化の過
程に着目し、制度に対する意図やねらいについ
て検証することを試みたい。学校評価の制度化
には、中教審答申などが大きく影響している。
そこで、学校評価の制度化に大きな契機となっ
た「今後の地方教育行政のあり方について」「教
育を変える 17の提案」「新しい時代の義務教育
を創造する」の 3点についてレビューしていく。

3．制度化の過程

3. 1　�中央教育審議会答申「今後の地方教
育行政の在り方について」

　1997年 9月に町村信孝文部大臣から「今後
の地方教育行政の在り方について」諮問を受け、
1998年 9月に中央教育審議会が答申を出した。
諮問を受け、1997年 10月に「地方教育行政に
関する小委員会」が設けられ、関係団体からの
ヒアリング、国民からの提言の公募、「一日中
教審」の開催、教育委員会の現地調査等を実施
しながら審議を重ね、1998年 3月に「中間報告」
を町村信孝文部大臣に提出した。その後、各方
面からの意見を確認しながら、慎重に審議が進
められた（URL5）。

3. 1. 1　諮問理由

　この諮問は、1996年 7月 19日に中教審が出

公式な制度として確立すると、不可避的な帰結
として、制度の運用方法まで制度化され、管理
活動のルーティン化が進み始める。これは基幹
的管理制度の特徴である。
　そして、基幹的な管理制度の運用の大枠の中
に、「狭義の管理」があるという。狭義の管理とは、
「中間および末端の管理者層が基幹的な管理制度
の運用の枠内で日常的におこなう管理機能」で
あり、日常的かつ非公式に、組織態勢の効率化
と能率化を目指している。狭義の管理の具体的
な事例としては、中央管理機関と各省庁の双方
に能率専門官を配置し、各省に事務改善計画の
立案と報告、およびその成果の報告とを義務づ
ける O＆M（Organization & Method）制度がある。
　基幹的な管理と狭義の管理には共通した特徴
がある。ひとたび管理制度が確立され、その運
用がルーティン化していくと、管理活動の硬直
化、または自己目的化という現象が生じるので
ある。この時、「管理」は、一種の概念矛盾を
抱えることとなる。管理とは、組織の目的活動
の変動に即応して、たえず組織態勢を見直し再
編成していく機能であるにも関わらず、管理活
動の硬直化や自己目的化が生じるためである。
そこで、管理制度とその運用についても、独
自の評価作業とこれにもとづく改善が必要にな
る。このような活動が管理評価と管理改善であ
る。言い換えると、管理評価と管理改善とは、
管理の態勢と方式そのものの作動状況を評価し
改善することである 3。加藤は管理評価とは「単
位組織に達成目標と責任が明確に配分され、達
成可能として同意した業務成果の基準の設定、
業績基準に照らして業績を評価し、改善を検討
する」ことだと定義している（加藤 1985：67）。
　また、管理は組織の目的活動に寄与するため
の活動であることに着目すると（狭義の管理で
は、組織の第 2次的業務に着目してきたが）、管
理の新しい任務として「広義の管理」を確認す
ることができる。広義の管理とは、組織目的に
関する企画・情報・評価の活動が管理の前提と
してありながら、「組織目的に関する企画・情報・
評価の活動を促進するような組織形態を整える
という、高次元の管理機能」である。時代とと

3 行政改革は、この管理評価と管理改善の一つの特殊な方式である（西尾 1976a：2）。
4  管理評価の主な方法として、マネジメント・レビュー（management review）と業績評価がある（山谷 1997：26-31、伊藤 1979：57-116、
大森 1979：313-320）。
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学校の自主的な教育活動の実現は、同時に教育
委員会や学校がより大きな責任を負うことにつ
いての明確化が必要であること。
　また当時は、教育行政の動向と同時に行政分
野で、地方分権、規制緩和等の基本的な方針の
下に行政改革が進められており、既に 1998年
5月には地方分権推進計画が閣議決定され、同
年 6月に中央省庁等改革基本法が成立してい
る。そのため、行政改革や地方分権を考慮し、
国や都道府県が市町村や学校に対して関与する
ことを必要最小限度にすることが求められてい
た。そこで、次の 4つの改革の方向性が示され
ると共に、教育行政や学校運営に関する多様な
評価手法の導入等にも留意を要することが付記
された。
（1）学校運営組織の見直し。第 1に、学校内部
の活性化である。学校の裁量権限拡大、運営責
任の明確化、組織的に取り組む体制構築が求め
られた。第 2に、学校運営に対する地域住民の
参画である。具体的に、「学校評議員制度」の
導入が提起された。
（2）教育委員会制度と運用の見直し。第 1に、
教育長や教育委員の選任方法の見直しである。
教育行政の中立性と継続性の観点から現行の合
議制を維持し、文部大臣や都道府県教育委員会
による教育長の任命承認制度の廃止と、地方公
共団体の議会による同意制の導入、教育委員数
の弾力化が求められた。第 2に、地域住民の意
向の反映と参画が求められた。
（3）教育委員会による教育行政の総合的展開。
第 1に、地域コミュニティの育成と地域振興を
図ること、第 2に、多様化する地域住民ニーズ
に対応することが求められた。
（4） 学校と地方公共団体の裁量拡大。具体的に
は教育課程の基準の大綱化・弾力化、学級編成
や教職員配置の弾力化などが求められた。
　以上のような全体像の中において、学校評価
へとつながる部分は、「第 3章　学校の自主性・
自立性の確立について」の中の「第 6節　地域
住民の学校運営の参画」で提起されている。こ
こでは、学校の経営責任を明確にすること、教
育目標や教育計画等を年度当初に保護者や地域
住民に説明すること、その達成状況等に関する
自己評価を実施し、保護者や地域住民に説明す
ることが提起された。

した答申「21世紀を展望した我が国の教育の
在り方について（第一次答申）」と 1997年 6月
1日に中教審が出した答申「21世紀を展望した
我が国の教育の在り方について（第二次答申）」
の流れを受けている。大きな方向性としては、
「ゆとり」の中で「生きる力」を育成していく
ことを掲げ、生きる力を育むためには、学校だ
けでなく家庭や地域社会が連携して取り組むこ
との重要性が示された。
　さて、諮問理由は次の通りである。大きな方
向性として、地方分権の推進などの理念を踏ま
えて、新しい時代に対応した地方教育行政の在
り方全体の見直しを行い、教育委員会等がより
主体的かつ積極的に行政を展開していく必要性
があった。そこで検討のポイントとして次の 3
点を示した。
（1）国・都道府県・市町村の関係及び教育委員
会と学校等教育機関の関係の在り方
（2）教育委員会を中心とする主体的かつ積極的
な地方教育行政の展開方策
（3）地域における学校等教育機関の役割と運営
の在り方

3. 1. 2　答申の内容

　全ての学校が特色を生かして、創意工夫を凝
らした教育活動を展開するとともに、地域全体
で子どもの成長を支えることが不可欠だと認識
していた。特に「学校と地域の在り方」とそれ
を支える「教育委員会の在り方」に焦点をあて、
次の 4つの観点が設定された。
（1）学校の自主性・自律性を確立し、自らの判
断で学校づくりに取り組むことができるよう学
校及び教育行政に関する制度とその運用を見直
すことが必要であること。
（2）子どもの生活と行動、体験の環境を整備す
るために、学校、関係機関・団体及び家庭の相
互の連携協力を促進することが必要であるこ
と。
（3）地域の教育委員会が主体的かつ積極的に行
政施策を展開することができるよう、教育委員
会に関する制度や機能を見直し整備すること。
あわせて、学校や地域の活動、教育行政に地域
住民や保護者が積極的に参画するシステムの導
入が必要であること。  
（4）主体的な各地方公共団体の施策実施や、各
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地域住民に対して学校の責任を説明することの
重要性は確認された。また、評価によって学校
の質を確保していくことにも関心が向けられた。
評価方法は、学校が自己評価を行うことや、住
民による外部評価の仕組み、教育委員会による
評価、または、国や都道府県による評価などの
意見がだされた。学校と教育委員会との関係で
は、教育委員会が学校へ権限委譲して学校を「支
援」することに重点を切りかえる場合、評価の
仕組みを整備することで学校の取組をアセスメ
ントしていくことが必要であると指摘された。
（校長を補佐する存在）
　学校に権限移譲がなされ、校長の責任が大き
くなれば、従来までの校長機能を前提とした組
織体制では十分に対応できない事態が予測され
た。そこで、大きくなった校長の責任に応じ
て、校長を補佐する体制整備の必要性が指摘さ
れた。また校長の権限に関することや学校の意
思決定については、大学審議会での議論も参考
にされた。
（学校評議員の提案）
　学校の結果責任について学校の外部から評価
を行うこと、学校を開き地域の声を学校運営に
反映させること、校長を補佐しサポートするこ
と、といった 3つの思惑から「学校評議員」の
導入が提起された。
（規制緩和のとらえかた）
　規制緩和のとらえ方は、委員間で統一される
ことはなく、答申でも示されることはなかった。
いわゆる競争によって学校の質が高まると考え
る委員や、学校の裁量を大きくすることで学校
運営をしやすくし、学校をより機動的かつ柔軟
に運営できるようにすることで学校の質が高ま
ると考える委員がいた。今後の地方教育行政に
関する小委員会第 26回審議会で中教審会長の
根本二郎は学校と学校は競争するべきであり、
そのような競争条件のもとでよい学校が実現さ
れていくことを強く主張し、競争促進型の教育
行政の必要性を訴えて、審議会の総括を行って
いる。または、審議における用語の使用につい
て、地方分権の推進を規制緩和だととらえてい
る点、「開かれた学校」の推進を規制緩和だと

3. 1. 3　審議の経過 5

　1997年 1月に「21世紀に向けた地方教育行政
の在り方にする調査研究協力者会議 6」を文部省
に設置し、地方教育行政の在り方について検討
を行い、1997年 9月 19日に「論点整理」をま
とめた。この論点整理が示した方向性は、答申
「今後の地方教育行政の在り方について」の基礎
となった。この協力者会議では、地方教育行政
制度が 50年経過していることや、地方分権推進
委員会の勧告や動向を契機として、教育委員会
を中核とする現行地方教育行政制度の意義と見
直しに関する論点を整理することが目指された。
そこでは、住民の多様なニーズに応じ、総合的
かつ積極的な地方教育行政が展開できるシステ
ムが必要であるという認識に基づき検討が行わ
れた。論点整理は 4つの視点を持っていた。
（1）学校と教育委員会、市町村・都道府県・国
相互の関係、私立学校と地方公共団体との関係
に関すること。
（2）地域住民と教育委員会、学校との関係に関
すること。
（3）教育委員会の事務処理体制に関すること。
（4）地域コミュニティの育成と地域振興に関す
ること。
　学校評価に関しては、学校の経営責任の明確
化と自主性・自律性の確立が必要とされた。そ
こで、学校の教育目標の設定とその達成度合い
を保護者や地域に対して情報提供し、説明責任
を果たしていくことや、校長による自己評価を
教育委員会へ報告することを検討する必要性が
示された。
　さて、上述の通り「地方教育行政に関する小
委員会」が設置されたのだが、当協力者会議の
論点整理に対して、具体的な提言を行うことを
念頭に審議された。そこで、以下では「地方
教育行政に関する小委員会」の審議経過をレ
ビューしていく。ただし、議事録の公開範囲は
発言内容のみのため、発言者を特定できない。
その点は留意を要する。
（裁量拡大と成果管理）
　地方教育行政に関する小委員会においても、

5 以下の情報は審議会議事録による（URL6）。必要に応じて引用元を追加して記す。
6  行政学者の村松岐夫が座長であった。委員は16名で、学識経験者、教育委員会の関係者、知事・市町村長など首長部局の責任者で構成され、
丹念な具体例に基づいて様々な論点が出された（URL6）。
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の信頼を大きく損なってきたと総括した。そこ
で、新しい時代に対応できる学校づくりと、そ
のための支援体制の実現を目指した。
　そこで、4つの方向性の下で審議が行われた。
第 1に、教える側の論理が中心となった閉鎖的、
独善的運営から、教育を受ける側が求める質の
高い教育を提供することへ転換すること。その
ために、各学校が改善に向けて不断の努力を行
い、成果に応じた評価が得られることが必要だ
という。第 2に、教育委員会や文部省（当時）
などの教育行政機関も、管理・監督を重んじる
のではなく、多様化が進む新しい社会における
学校の自主性、自律性を確立することを支援す
ること。第 3に、情報開示を進め、適切な評価
を行うことで健全な競争を促進すること。第 4
に、学校は保護者や地域とともにある存在とし
て、コミュニティが学校をつくり、学校がコミュ
ニティをつくること。

3. 2. 2　提言の内容

　外部評価を含む学校の評価制度を導入し、評
価結果を保護者や地域住民等と共有し、学校の
改善につなげることが提言された。教育改革国
民会議は、小渕内閣の時に、2000年 3月に発
足し、森内閣へ継承され、2000年 12月に 17
の提案が行われたものである。17の提案は「人
間性豊かな日本人の育成」「才能を伸ばし創造
性に富む人間の育成」「新しい時代の新しい学
校づくり」「教育振興基本計画と教育基本法」
という 4つの観点をもって整理されている。学
校評価については、「新しい時代の新しい学校
づくり」として、「地域の信頼に応える学校づ
くりを進める」という提案の中で扱われている。
　具体的に 3つの提言がされた。第 1に、開か
れた学校をつくり、説明責任を果たすこと。保
護者は学校の情報を欲しており、目標・活動状
況・成果などを積極的に情報公開し、また、保
護者からの意見に迅速に応えることを求めた。
第 2に、学校の特徴を出すために、外部評価を
含む学校の評価制度を導入すること。評価結果
を保護者や地域と共有することで学校改善を
求めた。また、通学区域の一層の弾力化を行

とらえている点、学校の裁量を大きくし自主性・
自律性を高めることを規制緩和だととらえてい
る点、に整理できよう。

（大学評価の影響）
　学校評価と並行して大学評価の検討を文部省
は行っていた。答申「今後の地方教育行政の在
り方について」をとりまとめる議論の経過の中
でも、大学審議会で行われた大学評価の議論と
の類似性が指摘されている。大学の自己評価の
取組を参照しながら、段階的に学校評価を導入
することが提起されたり、評価制度を提言する
にあたり、規定の設け方は検討の余地があるこ
とや、大学審議会で議論されている第三者評価
機関設置の動向と整合性をとることが示唆され
た。ただし、学校評価よりも大学評価の議論と
制度化が先行していたものの、大学で評価制度
を導入することを理由に初等・中等教育機関に
おいても評価制度を導入すべきであるという旨
の主張や議論はなされていない。

3. ２　�教育改革国民会議「教育を変える
17 の提案」7 

　外部評価を含む学校の評価制度を導入し、評
価結果を保護者や地域住民等と共有し、学校の
改善につなげることが提言された。教育改革国
民会議は、小渕内閣の時に、2000年 3月に発
足し、森内閣へ継承され、2000年 12月に 17
の提案が行われた。

3. 2. 1　審議の関心

　この教育改革国民会議は「教育を変える 17
の提案」を検討するための議論の前提として、
教育全体を次のようにとらえた。社会は大きく
変化しており、従来の教育システムは時代の流
れに取り残されつつあるという。そして、学校
関係者や教育行政の関係者の意識の中では、中
央集権的な教育行政の伝統が払拭されておら
ず、関係者間のもたれ合いと責任逃れの体質が
残っていると指摘する。また、教育現場にイデ
オロギー対立が持ち込まれ、教育に対する国民

7 以下の情報は審議会議事録による（URL7）。必要に応じて引用元を追加して記す。
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私学の良い部分を公立に取り入れたり、私学が実
際の変革の例を公立に見せることが指摘された。
　（学校評価）開かれた学校づくりを後押しする
ために、地域や保護者から評価される仕組みの
必要性や、学校の評価を公表することで、順番・
序列づけとなる弊害への懸念が示された。ただ
し、各学校が自らの努力で自己改善することを
促す手段として、学校を評価していくことは理
解が得られた。また、各学校が独自性を出すこ
とには賛成があり、そのためには校長に権限や
裁量を与えるとともに校長を含めた学校のマネ
ジメント能力を強化する必要性が指摘された。
学校評価と関連して学校選択制についても議論
があり、賛否は大きく分かれた。学校評価の結
果を含めた学校の情報を公開し、特色のある学
校を選びやすくすることを良いと考える意見と、
序列化が進むことへの弊害を懸念する意見とに
わかれた。文部科学省は、当時、学校評価につ
いて「大学と同様に、自己点検、自己評価など
を設置基準に明確化すること」を検討していた 8。

　（外部評価を含む学校の評価制度）報告書に
次のように記載された。
（1）保護者は学校の様々な情報を知りたがって
いる。開かれた学校をつくり、説明責任を果た
していくことが必要である。目標、活動状況、
成果など、学校の情報を積極的に親や地域に公
開し、学校は、親からの日常的な意見にすばや
く応え、その結果を伝える。 
（2）各々の学校の特徴を出すという観点から、
外部評価を含む学校の評価制度を導入し、評価
結果は親や地域と共有し、学校の改善につなげ
る。通学区域の一層の弾力化を含め、学校選択
の幅を広げる。
　この表記については、審議の中で大きな懸念
が指摘された部分である。懸念の論点は、外
部評価は学校選択を前提とすることへの是非で
あった。学校を選択することに関して、大学や高
等学校では既に行われていることだが、小・中
学校で学校選択制を導入すると、学校の序列づ
けが進み弊害が大きいという指摘だ 9。そこで「（1）
保護者は学校の様々な情報を知りたがっている。

い、学校選択の幅を広げることも期待された。
第 3に、学校評議員制度などを活用して学校運
営へ保護者や地域の参加を進めること。地域の
コミュニティが学校をつくり、学校がコミュニ
ティをつくっていくことを求めた。

3. 2. 3　審議の経過

　第 4回の審議の後、分科会を設置し、より詳
細に審議を進めることとなった。学校評価に関
する審議は、学校教育というテーマを担当する
第二分科会（主査は金子委員）で行われた。全
体の方向性として、全国画一的ではなく、努力
が評価されることにより、学校の魅力が高まっ
ていくことが目指された。そのための方法とし
て、企業原理の導入や、公立学校を改革するこ
と、私立学校を増やすことなどが議論された。
また、教育改革論を根本的に検討するためには、
教育基本法の見直しは避けて通れないテーマで
あるという認識であった。1947年の時点では、
占領下という特殊な状況の中で、当時の日本の
民主国家再生への新しい教育理念を示すものと
して役に立ったが、時代の変わった現代におい
てはその使命は果たしたといえる。また、教育
基本法は、教育の根本である家庭への言及がな
く、学校教育に重点が置かれており分野に偏り
があるという。そして、教育基本法では触れら
れていない現代的な課題にも対応していく必要
があった。これらの関心の下に、様々なテーマ
について審議された。学校評価に関連しそうな
テーマとして以下の点が挙げられよう。
　（公立学校のあり方と学校のガバナンス）こ
どもを地域全体で育てていくこと、公立学校が
改革の意欲をもてるようなシステム、保護者の
要望を受け止める仕組み、組織として運営でき
る学校体制が必要だと指摘された。
　（競争原理の導入の是非）公立学校は民間企
業のように経営破綻がないため内からの改革が
望めない点、競争原理の弊害への懸念、都市部
と地方による環境の違いが指摘された。
　（公立学校の「民営化」、「私学化」）小・中・高
の公立学校を民営化し、学校を地域に委ねること、

8 文部科学事務次官の発言。第 14回議事録より。
9 第 8回の議事録より。藤田委員は一貫して、小・中学校における学校選択制を前提とした学校の評価に反対していた。
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進んでいないなどの課題もあった。そこで、学
校評価のさらなる充実のために、大綱的な学校
評価のガイドラインの策定と、努力義務とされ
ている自己評価の実施とその公表を義務化する
ことの必要性が指摘された。
　また、自己評価結果を外部者が評価するとい
う外部評価を充実することが必要だと指摘し
た。教育委員会は、各学校の教育活動を評価し、
同時に、学校に対する支援や条件整備など自ら
の取り組みについて評価し、必要な対応をとる
ことを求めた。国は、評価に関する専門的な助
言・支援を行うとともに、第三者機関による全
国的な外部評価の仕組みも含め、評価を充実す
る方策を検討する必要がある。ただし、学校の
序列化や過度の競争、評価のための評価といっ
た弊害が生じないよう、実施や公表の方法につ
いて十分な配慮が必要である。また、評価に関
する事務負担を軽減するための工夫や支援も重
要である。全国的な外部評価の仕組みの検討に
当たっても、地方自治体の役割と国の役割を十
分整理しながら、我が国の事情に合った方法を
開発していく必要がある。

3. 3. 2　諮問理由

　この答申が出されるにあたり、次の 3つの諮
問を受け、義務教育の在り方について審議が進
んでいった。
・ 2003年 5月「今後の初等中等教育改革の推
進方策について」 

・ 2004年 3月「地方分権時代における教育委
員会の在り方について」

・ 2004年 10月「今後の教員養成・免許制度の
在り方について」

　「今後の教員養成・免許制度の在り方について」
については、学校評価の検討に関係するもので
はないため、「今後の初等中等教育改革の推進方
策」と「地方分権時代における教育委員会の在
り方について」の 2つについて確認していく。
　「今後の初等中等教育改革の推進方策につい
て」では、中長期的かつ総合的に検討すること
が求められた。具体的には、（1）初等中等教育
の教育課程及び指導の充実・改善方策、（2）義
務教育など学校教育に係る諸制度の在り方、以
上の 2点が検討事項とされた。学校評価に関係

開かれた学校をつくり、説明責任を果たしていく
ことが必要である。目標、活動状況、成果など、
学校の情報を積極的に親や地域に公開し、学校
は、親からの日常的な意見にすばやく応え、そ
の結果を伝える。」という部分では、学校の当事
者が、自分たちの学校を良くすることを目指すべ
きだという指摘があった。また、「（2）各々の学
校の特徴を出すという観点から、外部評価を含
む学校の評価制度を導入し、評価結果は親や地
域と共有し、学校の改善につなげる。通学区域
の一層の弾力化を含め、学校選択の幅を広げる。」
という部分では、学校評価の結果について、「そ
れらの情報をもとに親が学校を選択できるように
する」という原案を修正し、学校の評価制度と
学校選択制とが必ずしも連動しているわけでは
ないこととなった。また、「外部評価」という言
葉について、論者によって意味内容が異なって
いたため、定義を明確にすることが指摘されて
いたが、定義されることはなかった。

3. 3　�中央教育審議会答申「新しい時代の
義務教育を創造する」

　「新しい時代の義務教育を創造する（答申）」
が 2005年 10月 18日に中教審から出た。この
答申では学校評価について次のように提起し
た。義務教育の構造改革として、教育の質を保
証し、保護者や地域住民等への説明責任を果た
す上で、学校評価を充実することが必要であり、
そのためには、大綱的な学校評価ガイドライン
の策定と、自己評価の実施と結果の公表を義務
化することの必要性が指摘された。

3. 3. 1　答申の内容

　答申の「第 3章　地方・学校の主体性と創意
工夫で教育の質を高める」の中の「（1）学校の
組織運営の見直し」の「イ　学校・地方自治体
の取組の評価」の箇所で学校評価について以下
の通り、述べられている。
　学校や地方自治体の裁量を拡大し主体性を高
めていく場合、それぞれの学校や地方自治体の
取組の成果を評価することは、教育の質を保証
する上で重要性が増している。各学校では自己
評価を中心に行われているものの、各学校にお
ける実施内容のばらつきや、評価結果の公表が



川北　泰伸156

　第 3に、市町村と都道府県との関係及び市町
村教育委員会の在り方について。市町村教育委
員会は、人口規模が幅広いため、広域化の推進
について検討することと、充実した教育行政の
展開について検討が求められた。
　第 4に、学校と教育委員会との関係及び学校
の自主性・自律性の確立について。保護者や地
域住民の教育に対するニーズが多様化し、今日
では社会の変化が速いため、学校に権限と責任
を与え、学校の自主性・自律性を高め、教育へ
の期待に迅速かつ、きめ細かく対応していくこと
が必要だという。また、そのことを踏まえて、各
学校は教育活動について説明責任を果たし、継
続的な自己改善システムの構築が必要とされてい
る。そこで、学校の自主性・自律性を高めるため
の学校と教育委員会との関係の在り方や、学校の
教育活動の成果を検証し改善につなげるための
学校評価の在り方、また、学校の組織及び運営
の在り方について、検討することが求められた。
　この「地方分権時代における教育委員会の在
り方について」の諮問を審議するために、中教
審の教育制度分科会の中に地方教育行政部会を
設置することとなった。地方教育行政部会は、
「新しい時代の義務教育を創造する（答申）」を
審議した義務教育特別部会（中教審の総会に設
置）の前身となるものである。地方教育行政部
会は審議した成果を「地方分権時代における教
育委員会の在り方について（部会まとめ）」（以下、
部会まとめ）として、教育制度分科会へ提出し
ている。「新しい時代の義務教育を創造する（答
申）」の中では、この地方教育行政部会が審議
した成果について触れられていないが、学校評
価を検討することが提言されている。そこで、「新
しい時代の義務教育を創造する（答申）」を審
議した義務教育特別部会の審議経過を確認する
前に、その前身となる地方教育行政部会の審議
経過をレビューすることから始めたい（URL8）。

3. 3. 3　審議の経過

3. 3. 3. 1　「部会まとめ」の内容 10 
　地方教育行政部会では、有識者や関係団体の
ヒアリング、教育委員会の現地調査、教育行政

する部分としては、（2）義務教育など学校教育
に係る諸制度の在り方において、学校の管理運
営の在り方が検討事項となった。株式会社等に
よる学校設置、公立学校の民間委託、地域が学
校運営などに参画するコミュニティ・スクール
の導入など様々な指摘がなされていることを含
めて、公教育として、新しい時代にふさわしい
学校の管理運営の在り方が検討事項となった。
　「地方分権時代における教育委員会の在り方に
ついて」では、2つの背景があるという。1つ目
は、地方分権が進展することで地方公共団体の
責任と権限が拡大しているため、教育委員会は、
地方公共団体における教育行政の責任ある担い
手として、拡大した権限を生かし、地域のニー
ズに応じた教育行政を主体的に企画し実行して
いくことが、一層強く期待されていること。2つ
目は、市町村合併によって、市町村の規模が拡
大するとともに行政体制の再編が進んでいるた
め、新しい市町村における教育の在り方と、そ
れを実現するための教育行政体制の在り方の検
討が進んでいること。これらの2つを背景として、
教育改革を着実に進め、各地方公共団体の教育
行政体制を強化し、地方分権時代にふさわしい
ものとしていくことが不可欠であると述べられ
た。そこで、次の 4つの検討課題が挙げられた。
　第 1に、教育委員会制度の意義と役割につい
て。教育委員会制度が発足して半世紀以上経ち、
迅速な意思決定や責任の所在の明確化等の観点
から、意義を問う指摘もある。そこで、教育行
政の中立性・安定性・継続性の確保や多様な民
意の反映の重要性を踏まえながら、今日におけ
る意義と役割、また、さらなる発展について検
討することが求められた。
　第 2に、首長と教育委員会との関係について。
近年、地域課題の解決のため、生涯学習、文
化、スポーツの振興が、市町村にとって大きな
課題となっている。そして、首長と教育委員会
の連携の仕方によって、得られる成果が大きく
異なってくる。そこで、首長と教育委員会との
役割分担も含めた、生涯学習、文化、スポーツ、
幼児教育等の教育事務の在り方や、教育行政に
おける首長と教育委員会との連携の在り方につ
いて検討することが求められた。

10 以下の情報は地方教育行政部会の議事録による（URL9）。必要に応じて引用を追加する。
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情報を共有し、学校運営に共同参画することを
目的とすべき。また、学校の序列化は避けるべ
き。
（2）利用者が学校を選択できる仕組みを作り、
消費者主体のサービスを実現すべき。
（3）自己評価の義務化や第三者評価の実施が必
要。
　この 3点は、地方教育行政部会の主な意見と
して中教審総会で提出されたものであるが、学
校評価のテーマに限らず各テーマにおいて、賛
否を含め意見がわかれている状況を考慮して、
賛否の状況を示す資料として、配布資料「資料
⑧論点ごとの意見（地方教育行政部会第 1回
～第 7回）」も同時に提出することになった 12。
ただし、学校評価に関しては、地方教育行政部
会第 2回の際に、京都市教育長の門川委員が京
都市での学校評価に関する先進事例を紹介して
いるものの、地方教育行政部会、教育制度分科
会、中教審総会では、ほとんど議論されていな
い。唯一の明確な論点としては、学校評価と学
校選択制が連動した制度となる場合、特に、小・
中学校段階では学校の序列化が進展する可能性
があることである。または、ニュー・パブリッ
ク・マネジメントの考え方を教育の世界に持ち
込むことへの危険性についてである。これらの
点については、地方教育行政部会の一部の委員
が懸念を提起しているにすぎず、一定の方向性
をだすための議論は行われなかった。教育制度
分科会では、大まかな動向として、世界の多く
の国では教育イシューがナショナル・イシュー
になっているが、日本は地方分権の推進からこ
の世界の動向と反対方向へ進もうとしていると
いう指摘があった程度である。

3. 3. 3. 3　義務教育特別部会の審議経過 13 
　以上が、義務教育特別部会の前身となる地方
教育行政部会における審議経過である。その
後、「三位一体の改革について」に関する与党
合意が行われ、義務教育の在り方などについて、
2005年秋までに中教審で結論を得ることが求
められた。この与党合意を受けて、「義務教育

制度についての外国調査等を実施し、16回にわ
たり会議を開催し審議を重ね、審議のまとめは行
われた。新しい地方教育行政の在り方として、次
の 3つの改革が必要だという方向性を示した 11。
　第 1は、「全国的な教育水準の確保と市町村
や学校の自由度の拡大」。国はナショナル・スタ
ンダードを示し、教育の機会均等と全国的な教
育水準を確保していく必要があるという。また、
地域が自主性をもって地域の実情に応じた教育
を実現するために、制度の弾力化と、市町村や
学校の裁量拡大が必要とされた。さらに、明確
な目標設定の下で、市町村の行政体制や学校の
組織運営体制を強化することが求められた。
　第 2は、説明責任の徹底。市町村や学校は、
評価・公開を通じて説明する責任を果たすと共
に、教育の質を向上させること、責任の所在を
明確にすることが必要とされた。
　第 3は、保護者や地域住民の参画の拡大。学
校、保護者、地域住民が、思いや情報を共有し、
相互の意向を反映することや、学校教育の改善
充実や地域全体の教育力の向上を目指すことが
必要とされた。
　本文の中では「2．教育委員会の在り方　2－
6学校と教育委員会との関係の改善」の中の「（3）
学校評価」の箇所に、学校評価の記述がある。
学校が自らの教育活動について自律的・継続的
な改善を行うこと、説明責任を果たすこと、学校、
保護者、地域住民が情報共有し、学校運営に参
画していくことにおいて、学校評価の実施と充
実が重要であるという。そこで、学校評価の質
を向上させる支援、自己評価の実施と公表を義
務化すること、また、外部評価の在り方を検討
する必要性が指摘された。ただし、学校評価は
多面的に評価を行うことが重要であり、特に、
学校選択が行われる場合、一面的な評価による
序列化が生じないよう留意が必要だと述べた。

3. 3. 3. 2　「部会まとめ」の審議経過
　主な意見としては、おおよそ次の 3点にまと
めることができる（URL10）。
（1）学校評価は、保護者・地域・学校の三者が

11 地方分権の観点で森田朗（行政学）が地方教育行政部会の委員であることには留意されたい。
12  教育制度分科会第 14回において、地方教育行政部会での意見の相違を記さない資料を中教審総会に提出することに対して意見がつき、
提出資料が見直されることとなった（URL11）。

13  以下の情報は義務教育特別部会の議事録による（URL12）。必要に応じて引用を追加する。



川北　泰伸158

こでは、学校評価の充実が必要で、自己評価の
実施とその公表の義務化を検討することや、自
己評価結果を外部評価すること、教育委員会に
よる教育行政に関する自己評価と外部評価の検
討が必要であると述べた。また、「ウ　保護者・
地域住民の参画の推進」の箇所では、保護者や
地域住民の学校運営への参画は、学校運営が透
明性、公正性、公平性を高めると同時に、説明
責任を果たすことで、民主主義に基づいた学校
評価を目指すことができる。そして、国の基準等
による事前チェックに加え、教育の質に関する事
後チェックの充実は、検討が必要だと述べた。
　「審議経過報告（その 1）」に対して、その後
示された主な意見は次の通りである。学校や地
方自治体の裁量拡大と主体性の向上のために
は、取組み成果を評価し、教育の質を保証する
ことはいっそう重要となる。そこで、第三者機
関による全国的な外部評価の仕組みを含めて検
討する必要があるという。また、学校評価は、
各学校や地域においてナショナル・ミニマムが
達成されているかどうかを把握し、未達成の学
校・地域に対して必要な支援や助言を行い、同
時に、教育行政の改善点を明らかにすることも
重要である。なお、外部評価については、学校
の序列化が生じない配慮と、地方自治体や国の
役割を整理することが必要とされた。
　具体的な議論としては、評価結果の公表は賛
成多数であった。賛成の理由は、義務教育は税

の在り方に関する検討の論点（中央教育審議会
会長試案）」が中教審会長から出された。この
試論の中では、「学校・教育委員会の在り方」
として、教育活動を評価し公開すること、「学
校や家庭・地域の関係・役割の在り方」とし
て、相互に連携・協力し、また、保護者や住民
は学校運営へ参画することが論点として挙げら
れた。部会のまとめ、三位一体改革、中教審会
長による論点の試論、これらを前提に、義務教
育特別部会は設置された。義務教育特別部会は
次の事項について専門的な調査審議を行うこと
となった。
　　（1）義務教育の制度・教育内容の在り方に

ついて
　　（2）国と地方の関係・役割の在り方につい

て
　　（3）学校・教育委員会の在り方について
　　（4）義務教育に係る費用負担の在り方につ

いて
　　（5）学校と家庭・地域の関係・役割の在り

方について
　2005年 5月 23日に中教審総会で「特別教育
部会における審議経過報告（その 1）」が提示さ
れた。この報告では、「4　現場の主体性と創意
工夫で教育の質を高める　－学校・教育委員会
の改革－」における「（1）学校の組織運営の見
直し」の中の「イ　学校・地方自治体の取組の
評価」の箇所で、学校評価について述べた。こ

図 1　学校評価の概念整理
（出典：義務教育特別部会第 34回配布資料「学校評価の概念整理（案）」より引用）
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ンタビリティは、日本では 1990年代から流行
しはじめた言葉で、学術界や政府レベルに限ら
ず一般的に普及している概念である。「説明責
任」と翻訳されたことで本来の意味内容をもっ
て使われていないという批判はあるが、アカウ
ンタビリティを確保することは、現代社会にお
いて、もはや時代の要請といえる状況にある。
特に、公教育については、高い公共性を有する
にも関わらず、第三者からの監視にさほどさら
されていない。さらに、公教育に対する批判的
な意見も絶えないため、課題を有している。
　第 4に、社会の変化への対応。戦後の日本に
形成されてきた様々な社会のシステムが、時代
の変化に適応できず制度疲労を起こしているこ
とは、各政策分野で確認される現象である。教
育でも同様の指摘は散見される。地方分権の推
進や人口減少問題、科学技術の進歩や各種社会
問題など、戦後の制度設計時には想定されてい
ない社会的事象が確かに生じている。そのため、
より良い教育を展開していくために必要な対応
を検討しなければならない状況にある。
　第 5に、市場原理の導入。財政状況が厳しい
昨今では、公的部門における市場原理の導入は、
根強く関心を集めている。公共性が高いにも関
わらず、市場原理と相性の悪い分野や領域を主
に扱う公的部門にとっては、慎重さが求められ
る。教育についても同様の課題を抱えているの
である。
　第 6に、学校の自己改善。学校の閉鎖性や組
織の問題など様々な要因を背景に、学校の自己
改善能力の低さが問題視されている。いかにし
て社会の要請に応えるのかという課題がある。
　以上の 6点の論点を解決するために、学校評
価が導入されたと言えよう。また、制度化に関
係する答申等を確認してみると「今後の地方教
育行政の在り方について」と「新しい時代の義
務教育を創造する」では、中心的テーマは教育
委員会制度改革と教育行政に関するアクターの
責任や役割の再構築（または明確化）であった。
教育改革国民会議の「教育を変える 17の提案」
では教育基本法の改正が中心的テーマであっ
た。教育行政や教育の在り方、制度に変更をも
たらすものであるにも関わらず、学校評価その

金を用いていることから国民に対して一定の説
明責任があるという意見や、社会や時代の要請
として必要であるという意見が挙がった。ま
た、日本の評価文化が未成熟な状況を踏まえ、
評価結果の公表は時期尚早という意見と、評価
文化を醸成するために公表すべきという意見が
あった。外部者による評価については、外部者
の範囲が定まることはなく様々に議論が行われ
た。外部評価については図 1の通り整理されて
いる。また、学校評価は学校を改善する取組み
なのか、学校を競争させ選択と集中の資源配分
を目指すものなのか、方向性を問う指摘があっ
たが、議論は深められなかった。

4．考察

　「今後の地方教育行政の在り方について」「教
育を変える 17の提案」「新しい時代の義務教育
を創造する」の 3点に一貫していたことは、戦
後に構築され今日まで続いてきた教育行政や教
育（特に、義務教育や学校教育）の在り方を、
今日的に改善や改革していくことであった。共
通する論点は 6点に整理できよう。
　第 1に、教育の質保証。日本の教育における
学力への社会的関心は低くない。また、昨今で
は、家庭の社会経済的環境と学力との関係も社
会的、政策的関心となっており、家庭環境に関
わらず学力を確保することは社会的課題となっ
ている。他方では、教育の成果は各教員の力量
にも大きな影響を受ける。しかし、教員の質を
一定に保つことは容易ではなく、そもそも教員
に対する国民からの信頼は盤石ではない。これ
らの課題に対応していく必要があるのだ 14。
　第 2に、教育に対する民主的コントロール。
教育は学校や教員の裁量に依る部分が大きいに
も関わらず、教育行政や学校教育に対する社会
的信頼が高まっていない。また、行政委員会制
度を採用して教育委員会を設置し、教育の政治
的中立性の確保に努めているが、教育委員会制
度も様々な批判がある。これらを背景に、民主
的コントロールの在り方が課題となっている。
　第 3に、アカウンタビリティの確保。アカウ

14  そもそも「教育の質とは何か」について定かになっていない、という根本的課題がある。
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